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平成 27 年度電気通信役務契約等状況報告について 

 
 
 

NTT 東日本は本日、平成 27 年度電気通信役務契約等状況（都道府県別加入電話等契約数）について、総務

大臣に報告するとともに、公開いたしました。内容については、NTT東日本の本社情報ステーション及びホームペ

ージ※においてご覧になれます。 

 

※ URL: http://www.ntt-east.co.jp/info-st/ （NTT東日本情報 web ステーション）  
 

なお、概要については、別紙のとおりです。 

 
 

 

 ・（別紙） 

 ・（参考１）都道県別加入電話・ISDN 契約数 

 ・（参考２）都道県別・事住別加入電話契約数（平成 27 年度末） 

 ・（参考３）都道県別・事住別総合ディジタル通信サービス契約数（平成 27年度末） 

 ・（参考４）NTT 東日本・NTT 西日本を合計した加入電話・ＩＳＤＮ契約数の推移 
 
 

http://www.ntt-east.co.jp/info-st/


（別紙） 

加入電話・ISDN契約数の推移 

（注）1. （ ）内は対前年度増減数、＜ ＞内は対前年度増減率。 

   2. 事業所集団電話は事務用に含む。 

   3. INSネット1500は事務用としてINSネット64の10倍で換算。 

   4. 四捨五入をしているため、数字の合計が合わない場合がある。 

   5. ひかり電話は、ひかり電話オフィスタイプ及びひかり電話オフィスＡ等を含む。 

• 平成27年度末における加入電話＋ISDN契約数は1,129万となり、前年度末から▲76万（▲6.3％）の減少となった。
ピーク時（平成12年度末：3,147万）からの減少数は、累計で▲2,018万（▲64.1％）となっている。 

＜年度末契約数の推移＞ 

（参考）ひかり電話の年度末チャネル数の推移 

（単位：万契約） 

（単位：万チャネル） 

H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末

 加入電話 1,229 (▲126) 1,127 (▲102) 1,049 (▲ 78) 987 (▲ 62)

<▲9.3%> <▲8.3%> <▲6.9%> <▲5.9%>

事務用 283 (▲ 32) 257 (▲ 26) 236 (▲ 21) 217 (▲ 19)

<▲10.1%> <▲9.2%> <▲8.3%> <▲8.1%>

住宅用 946 (▲ 95) 870 (▲ 76) 813 (▲ 57) 771 (▲ 43)

<▲9.1%> <▲8.0%> <▲6.5%> <▲5.2%>

 ＩＳＤＮ 191 (▲ 23) 172 (▲ 19) 156 (▲ 16) 141 (▲ 14)

<▲10.6%> <▲10.2%> <▲9.3%> <▲9.3%>

事務用 171 (▲ 18) 156 (▲ 16) 142 (▲ 13) 129 (▲ 13)

<▲9.6%> <▲9.2%> <▲8.7%> <▲8.9%>

住宅用 20 (▲ 5) 16 (▲ 4) 14 (▲ 3) 12 (▲ 2)

<▲18.8%> <▲18.2%> <▲15.5%> <▲12.6%>

 加入電話 1,420 (▲149) 1,299 (▲121) 1,205 (▲ 94) 1,129 (▲ 76)

  ＋ＩＳＤＮ <▲9.5%> <▲8.5%> <▲7.2%> <▲6.3%>

事務用 455 (▲ 50) 413 (▲ 42) 378 (▲ 35) 346 (▲ 32)

<▲9.9%> <▲9.2%> <▲8.5%> <▲8.4%>

住宅用 966 (▲ 99) 886 (▲ 79) 827 (▲ 59) 783 (▲ 44)

<▲9.3%> <▲8.2%> <▲6.7%> <▲5.4%>

　ひかり電話 808 ( 68) 869 ( 61) 903 ( 34) 912 ( 9)

<9.2%> <7.5%> <3.9%> <1.0%>



（参考１）

都道県別加入電話・ＩＳＤＮ契約数

加入電話 ＩＳＤＮ 加入電話＋ＩＳＤＮ

都道府県 契約数 契約数 契約数

H27年度末 H26年度末 H27年度末 H26年度末 H27年度末 H26年度末

北海道 1,066,556 1,117,844 ▲51,288 ▲4.6% 128,521 140,809 ▲12,288 ▲8.7% 1,195,077 1,258,653 ▲63,576 ▲5.1%

青森県 282,914 296,535 ▲13,621 ▲4.6% 25,275 27,615 ▲2,340 ▲8.5% 308,189 324,150 ▲15,961 ▲4.9%

岩手県 260,247 271,512 ▲11,265 ▲4.1% 25,743 28,385 ▲2,642 ▲9.3% 285,990 299,897 ▲13,907 ▲4.6%

宮城県 362,193 383,563 ▲21,370 ▲5.6% 49,207 54,469 ▲5,262 ▲9.7% 411,400 438,032 ▲26,632 ▲6.1%

秋田県 212,809 224,041 ▲11,232 ▲5.0% 20,420 22,291 ▲1,871 ▲8.4% 233,229 246,332 ▲13,103 ▲5.3%

山形県 184,367 194,466 ▲10,099 ▲5.2% 21,988 24,462 ▲2,474 ▲10.1% 206,355 218,928 ▲12,573 ▲5.7%

福島県 354,127 371,123 ▲16,996 ▲4.6% 37,348 40,889 ▲3,541 ▲8.7% 391,475 412,012 ▲20,537 ▲5.0%

茨城県 466,373 495,663 ▲29,290 ▲5.9% 51,696 58,416 ▲6,720 ▲11.5% 518,069 554,079 ▲36,010 ▲6.5%

栃木県 311,546 330,288 ▲18,742 ▲5.7% 38,121 42,289 ▲4,168 ▲9.9% 349,667 372,577 ▲22,910 ▲6.1%

群馬県 317,565 334,725 ▲17,160 ▲5.1% 37,312 41,050 ▲3,738 ▲9.1% 354,877 375,775 ▲20,898 ▲5.6%

埼玉県 954,764 1,014,625 ▲59,861 ▲5.9% 110,694 122,297 ▲11,603 ▲9.5% 1,065,458 1,136,922 ▲71,464 ▲6.3%

千葉県 833,545 887,610 ▲54,065 ▲6.1% 102,686 112,921 ▲10,235 ▲9.1% 936,231 1,000,531 ▲64,300 ▲6.4%

東京都 2,115,169 2,269,206 ▲154,037 ▲6.8% 486,614 536,142 ▲49,528 ▲9.2% 2,601,783 2,805,348 ▲203,565 ▲7.3%

神奈川県 1,217,761 1,307,190 ▲89,429 ▲6.8% 169,671 185,989 ▲16,318 ▲8.8% 1,387,432 1,493,179 ▲105,747 ▲7.1%

新潟県 385,104 407,223 ▲22,119 ▲5.4% 43,862 48,056 ▲4,194 ▲8.7% 428,966 455,279 ▲26,313 ▲5.8%

山梨県 161,351 169,933 ▲8,582 ▲5.1% 17,976 20,060 ▲2,084 ▲10.4% 179,327 189,993 ▲10,666 ▲5.6%

長野県 388,183 416,583 ▲28,400 ▲6.8% 47,327 52,813 ▲5,486 ▲10.4% 435,510 469,396 ▲33,886 ▲7.2%

合計 9,874,574 10,492,130 ▲617,556 ▲5.9% 1,414,461 1,558,953 ▲144,492 ▲9.3% 11,289,035 12,051,083 ▲762,048 ▲6.3%

(注) ＩＮＳネット１５００はＩＮＳネット６４の１０倍で換算。

対前年度
増減率

対前年度
増減数

対前年度
増減率

対前年度
増減数

対前年度
増減率

対前年度
増減数



（参考２）

都道県別・事住別加入電話契約数（平成27年度末）

対前年度増減率
事務 187,851 ▲7.0%

北海道 住宅 878,705 ▲4.1%
計 1,066,556 ▲4.6%
事務 49,376 ▲8.4%

青森県 住宅 233,538 ▲3.7%
計 282,914 ▲4.6%
事務 46,998 ▲7.9%

岩手県 住宅 213,249 ▲3.3%
計 260,247 ▲4.1%
事務 76,832 ▲7.5%

宮城県 住宅 285,361 ▲5.0%
計 362,193 ▲5.6%
事務 38,045 ▲7.8%

秋田県 住宅 174,764 ▲4.4%
計 212,809 ▲5.0%
事務 36,716 ▲8.1%

山形県 住宅 147,651 ▲4.4%
計 184,367 ▲5.2%
事務 67,664 ▲7.6%

福島県 住宅 286,463 ▲3.8%
計 354,127 ▲4.6%
事務 89,829 ▲9.2%

茨城県 住宅 376,544 ▲5.1%
計 466,373 ▲5.9%
事務 59,575 ▲8.9%

栃木県 住宅 251,971 ▲4.9%
計 311,546 ▲5.7%
事務 58,636 ▲9.0%

群馬県 住宅 258,929 ▲4.2%
計 317,565 ▲5.1%
事務 169,695 ▲8.8%

埼玉県 住宅 785,069 ▲5.3%
計 954,764 ▲5.9%
事務 161,230 ▲8.2%

千葉県 住宅 672,315 ▲5.6%
計 833,545 ▲6.1%
事務 672,078 ▲7.9%

東京都 住宅 1,443,091 ▲6.2%
計 2,115,169 ▲6.8%
事務 256,463 ▲7.9%

神奈川県 住宅 961,298 ▲6.6%
計 1,217,761 ▲6.8%
事務 79,646 ▲8.7%

新潟県 住宅 305,458 ▲4.6%
計 385,104 ▲5.4%
事務 32,920 ▲9.3%

山梨県 住宅 128,431 ▲3.9%
計 161,351 ▲5.1%
事務 83,218 ▲8.9%

長野県 住宅 304,965 ▲6.2%
計 388,183 ▲6.8%
事務 2,166,772 ▲8.1%

合計 住宅 7,707,802 ▲5.2%
計 9,874,574 ▲5.9%

（注）事業所集団電話は事務用に含む。

都道府県 　　加入電話契約数



（参考３）

都道県別・事住別総合ディジタル通信サービス契約数（平成27年度末）

ＩＮＳネット６４ ＩＮＳネット１５００

契約数 対前年度増減率 契約数 対前年度増減率

事務 106,845 ▲8.6%
北海道 住宅 16,026 ▲10.1% 565 ▲6.8%

計 122,871 ▲8.8%
事務 22,500 ▲7.4%

青森県 住宅 1,725 ▲20.6% 105 ▲8.7%
計 24,225 ▲8.5%
事務 22,915 ▲8.6%

岩手県 住宅 1,988 ▲15.7% 84 ▲12.5%
計 24,903 ▲9.2%
事務 43,525 ▲9.3%

宮城県 住宅 3,222 ▲13.9% 246 ▲10.9%
計 46,747 ▲9.6%
事務 17,964 ▲7.7%

秋田県 住宅 1,536 ▲14.6% 92 ▲10.7%
計 19,500 ▲8.3%
事務 19,548 ▲8.8%

山形県 住宅 1,570 ▲23.2% 87 ▲11.2%
計 21,118 ▲10.1%
事務 32,704 ▲8.3%

福島県 住宅 3,394 ▲14.1% 125 ▲1.6%
計 36,098 ▲8.9%
事務 44,461 ▲10.4%

茨城県 住宅 4,565 ▲15.8% 267 ▲20.8%
計 49,026 ▲10.9%
事務 32,375 ▲9.1%

栃木県 住宅 3,376 ▲12.4% 237 ▲16.5%
計 35,751 ▲9.4%
事務 31,571 ▲9.1%

群馬県 住宅 3,331 ▲12.0% 241 ▲4.4%
計 34,902 ▲9.4%
事務 92,312 ▲8.8%

埼玉県 住宅 11,932 ▲12.0% 645 ▲14.5%
計 104,244 ▲9.2%
事務 85,168 ▲8.4%

千葉県 住宅 9,438 ▲13.1% 808 ▲11.4%
計 94,606 ▲8.9%
事務 361,880 ▲8.8%

東京都 住宅 32,184 ▲11.9% 9,255 ▲10.1%
計 394,064 ▲9.0%
事務 135,059 ▲8.0%

神奈川県 住宅 15,952 ▲12.0% 1,866 ▲11.7%
計 151,011 ▲8.4%
事務 39,581 ▲8.6%

新潟県 住宅 2,911 ▲12.3% 137 ▲5.5%
計 42,492 ▲8.8%
事務 15,267 ▲9.5%

山梨県 住宅 1,869 ▲11.6% 84 ▲21.5%
計 17,136 ▲9.8%
事務 40,394 ▲9.4%

長野県 住宅 5,263 ▲14.8% 167 ▲18.5%
計 45,657 ▲10.1%
事務 1,144,069 ▲8.7%

合計 住宅 120,282 ▲12.6% 15,011 ▲10.8%
計 1,264,351 ▲9.1%

都道府県



（参考４）

ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本を合計した加入電話・ＩＳＤＮ契約数の推移

　　（単位：万契約）

H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末

 加入電話 2,504 (▲248) 2,300 (▲204) 2,129 (▲171) 1,994 (▲134)

<▲9.0%> <▲8.2%> <▲7.4%> <▲6.3%>

事務用 574 (▲ 64) 523 (▲ 51) 478 (▲ 45) 438 (▲ 39)

<▲10.0%> <▲8.9%> <▲8.6%> <▲8.2%>

住宅用 1,930 (▲184) 1,777 (▲153) 1,651 (▲126) 1,556 (▲ 95)

<▲8.7%> <▲7.9%> <▲7.1%> <▲5.8%>

 ＩＳＤＮ 372 (▲ 43) 337 (▲ 36) 306 (▲ 31) 278 (▲ 28)

<▲10.3%> <▲9.6%> <▲9.2%> <▲9.2%>

事務用 334 (▲ 34) 305 (▲ 29) 279 (▲ 26) 254 (▲ 25)

<▲9.2%> <▲8.7%> <▲8.4%> <▲8.8%>

住宅用 38 (▲ 9) 32 (▲ 7) 27 (▲ 5) 23 (▲ 4)

<▲18.4%> <▲17.1%> <▲16.4%> <▲13.2%>

2,877 (▲291) 2,637 (▲240) 2,434 (▲202) 2,272 (▲163)

<▲9.2%> <▲8.3%> <▲7.7%> <▲6.7%>

事務用 908 (▲ 98) 828 (▲ 80) 757 (▲ 71) 693 (▲ 64)

<▲9.7%> <▲8.8%> <▲8.6%> <▲8.4%>

住宅用 1,969 (▲193) 1,809 (▲160) 1,678 (▲131) 1,579 (▲ 99)

<▲8.9%> <▲8.1%> <▲7.3%> <▲5.9%>

（参考）ひかり電話の年度末チャネル数の推移 （単位：万チャネル）

 ひかり電話 1,517 (127) 1,625 (109) 1,711 ( 85) 1,737 ( 27)

<9.1%> <7.2%> <5.3%> <1.6%>

（注）１．（　）内は対前年度増減数、＜　＞内は対前年度増減率。

　　　２．事業所集団電話は事務用に含む。

　　　３．ＩＮＳネット１５００は事務用としてＩＮＳネット６４の１０倍で換算。

　　　４．四捨五入をしているため、数字の合計が合わない場合があります。

加入電話
＋ＩＳＤＮ


